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平成25年金融商品取引法等改正に伴うＥＴＦの上場制度の整備に係る

「ＥＴＦに関する有価証券上場規程の特例」等の一部改正について 
 
 

 

平素は、当取引所の市場運営に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、当取引所は、「ＥＴＦに関する有価証券上場規程の特例」等の一部改正を行い、平成26年

12月１日から施行しますので、ご通知申し上げます。 

（詳細は、規則改正新旧対照表を名証のホームページ（http://www.nse.or.jp）に掲載しており

ますのでご覧ください。） 

今回の改正は、「金融商品取引法等の一部を改正する法律」（平成25年法律第45号）が本年12月

に施行され、投資信託の併合手続きの簡素化等が図られることから、内国ＥＴＦのテクニカル上場

に係る規定を整備するなど、「ＥＴＦに関する有価証券上場規程の特例」等の一部改正を行うもの

です。 

改正の概要は、下記のとおりです。 

 

記 

 

Ⅰ．改正概要 

１．内国ＥＴＦに係る制度整備 

・当取引所に上場する二以上の内国ＥＴＦが併合（投資信託及び投

資法人に関する法律第16条第２号に規定される「併合」を指しま

す。）を行うことにより上場廃止となる場合で、併合の決定後、

併合後に新たに上場する内国ＥＴＦに係る新規上場申請が遅滞な

く行われる場合のテクニカル上場に係る規定を整備します。 

・テクニカル上場に係る上場審査においては、内国ＥＴＦの上場審

査基準に準じた規定を適用します。 

・新たに上場する内国ＥＴＦについては、原則、併合の効力発生日

に上場することとします。 

 

２．その他 

・新規上場申請時の提出資料として、ＥＴＦの新規上場申請者は有

価証券届出書に代えて、本年12月１日に改正される金融商品取引

法第５条第10項に規定される「募集事項等記載書面」を提出する

ことで足りることとします。 

（備   考） 

 

・ＥＴＦに関する有価証

券上場規程の特例（以

下「ＥＴＦ特例」とい

う。）第８条の２及び

第21条 

・ＥＴＦに関する有価証

券上場規程の特例の施

行規則第18条第１項第

２号ａの２及び第19条 

 

 

・ＥＴＦ特例第７条第１

項第２号ｊ(a)等 

 

 



・その他所要の改正を行います。 ・ＥＴＦ特例第８条第１

項 

 

Ⅱ．施 行 日 

平成26年12月１日から施行します。 

 

以  上 


